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 工  業  簿  記  
  

問題（25 点） 

第１問 

神田工場では製品Ａと製品Ｂの２つの製品を生産しており、累加法による工程別組別総合原価計算を採用してい

る。下記の[資料]にもとづいて、次の問に答えなさい。なお、計算の過程で端数が生じる場合は、端数をそのまま

にして計算を行い、最終値の円未満を四捨五入すること。 

 

[資料] 

１．生産概要 

製品Ａと製品Ｂはいずれも第１工程と第２工程を経て完成する。第１工程では、工程の始点で原料Ｘを投

入し加工する。第２工程では、工程の始点で第１工程完了品と原料Ｒを投入し加工する。 

２．生産実績データ 

 第１工程 第２工程 

 製品Ａ 製品Ｂ 製品Ａ 製品Ｂ 

月初仕掛品 500 ㎏ (0.6) 300 ㎏ (0.6) ―   ―   

当月投入(原料Ｘ・前工程完了品) 2,000   2,100   2,000 ㎏  2,100 ㎏  

当月投入(原料Ｒ) ―   ―   4,000   3,900   

  計 2,500 ㎏  2,400 ㎏  6,000 ㎏  6,000 ㎏  

月末仕掛品 400  (0.6) 100  (0.8) 1,000  (0.75) 1,600  (0.75) 

正常仕損品 100  (0.5) 200  (0.5) 1,750  (0.8) 500  (0.8) 

副産物 ―   ―   ―   1,000   

完成品(第１工程完了品) 2,000 ㎏  2,100 ㎏  3,250 ㎏  2,900 ㎏  

（注）（  ）内の数値は、仕掛品と正常仕損品の加工進捗度を示している。 

３．月初仕掛品の原価データ 

 第１工程 

 製品Ａ 製品Ｂ 

原料費 1,025,000 円 600,000 円 

加工費 587,000 円 370,400 円 

４．原料の払出単価と各工程の直接工の平均賃率 

原料Ｘ 2,000 円/㎏  

原料Ｒ 3,500 円/㎏  

第１工程 1,000 円/時間  

第２工程 1,500 円/時間  

５．実際作業時間データ 

 直接作業時間 機械作業時間 

 製品Ａ 製品Ｂ 製品Ａ 製品Ｂ 

第１工程 1,200 時間  1,000 時間  8,000 時間  9,000 時間  

第２工程 1,000 時間   1,200 時間  9,000 時間  8,350 時間  

６．製造間接費データ 

製造間接費は２つのコストプールに分け、コストプールごとに工程別予定配賦率を用いて配賦している。

各コストプールの当年度の予算、配賦基準および配賦基準総量は次のとおりである。 

コストプール１ 製造間接費予算(年額) 配賦基準 配賦基準総量 

第１工程 23,850,000 円 
直接作業時間 

26,500 時間 

第２工程 32,400,000 円 27,000 時間 

コストプール２ 製造間接費予算(年額) 配賦基準 配賦基準総量 

第１工程 6,150,000 円 
機械作業時間 

20,500 時間 

第２工程 15,540,000 円 25,900 時間 
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７．その他の資料 

⑴ 原価配分の方法は、いずれの工程も平均法による。 

⑵ 正常仕損費の処理は、いずれの工程も非度外視法による。なお、第１工程の仕損品は翌月に原料として再

利用される。その評価額は原料の払出単価の50％である。第２工程の仕損品に価値はない。 

⑶ 副産物は工程の終点で発生し、その評価額は１kgあたり 1,000 円である。副産物の評価額は製品Ｂの完成

品総合原価から控除する。 

 

問１ 答案用紙の第１工程における製品Ａの仕掛品勘定を完成させなさい。 

問２ 製品Ａの完成品総合原価を計算しなさい。 

問３ 製品Ｂの第１工程完了品原価、完成品総合原価および第２工程月末仕掛品原価を計算しなさい。 

 

第２問 

当社は累加法による工程別総合原価計算を採用している。下記の[資料]にもとづいて、次の問に答えなさい。 

 

[資料] 

１．組立部門の製造工程について 

⑴ 組立部門では前工程から受け入れた基幹部品に３種類の買入部品（Ａ、Ｂ、Ｃ）を１個ずつ取り付ける。 

⑵ 買入部品Ａは、加工進捗度20％の地点で取り付け、買入部品Ｂは、加工進捗度50％の地点で到達した部

品の半数に取り付け、残りは加工進捗度70％の地点で取り付ける。 

⑶ 作業が80％完了した地点に検査点があり、ここで不合格品（仕損品）が取り除かれる。検査点を通過し

た合格品には買入部品Ｃを取り付けて、残りの加工を施し完成品となる。 

⑷ 検査点に到達したうちの10％までの仕損品は正常であるとみなし、それを超えて発生した仕損品はすべ

て異常仕損品とみなしている。なお、仕損品に処分価値はない。 

２．組立部門の生産データ 

月 初 仕 掛 品 2,800 個 (40％)  

前工程からの振替 40,400個  （注）カッコ内の数字は加工進捗度を表す。 

合 計 43,200個  なお、加工作業量は買入部品の投入に影響 

月 末 仕 掛 品 2,400 個 (60％) されない。 

仕 損 品 4,800 個   

完 成 品 36,000個   

 

問１ 組立部門における当月の正常仕損品と異常仕損品の数量を計算しなさい。 

問２ 組立部門において、⑴仕損品に取り付けられた各部品の数量、⑵各部品の当月投入量および加工費の当月投

入量（完成品換算量）を計算しなさい。 

 

問題（25点） 

当社は一般市場向けの製品Ａを見込み生産している。製品Ａに対する市場の需要は当社の生産能力を大きく上回

っており、今後もその需要は安定的である。そこで、翌期以降について、新たに製品Ｂの生産も視野に入れて、新

設備の導入を検討中である。以下の資料にもとづき、各問に答えなさい。なお、１円未満の端数は四捨五入して、

円単位で解答すること。 

 

[資料] 

１．現有設備における生産 

現有設備では製品Ａのみ生産可能である。現有設備の取得原価は 900 万円、耐用年数は５年(翌期首からの

残存耐用年数は３年)、残存価額(耐用年数到来時の見込売却価額)は０、減価償却は定額法によっている。 

 原  価  計  算  
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また、下記のコストの他に、固有の固定製造間接費(減価償却費を除く)が年間 350 万円発生するが、これ

は当期末に設備を売却した場合(売却価額 300 万円)には、翌期以降は全額回避可能である。 

なお、現有設備の年間最大生産能力は、18,000 機械作業時間である。 

＜製品Ａ１kgあたりの原価標準（直接原価計算）＞ 

直 接 材 料 費 800 円／kg ×1.25kg ＝ 1,000 円 

変動製造間接費 500円／時間 ×2.5 時間 ＝ 1,250 円 

     2,250 円 

(注１) 直接材料を 1.25kg投入すると終点で減損が発生し、１kgの製品Ａが産出される。 

(注２) 変動製造間接費は、機械作業時間に比例して発生するものとする。 

２．新設備における生産 

当期末に導入し、翌期首からの稼働を検討している新設備は、高性能の汎用機械であり、製品Ａの他に製

品Ｂを製造可能である。新設備の取得原価は 900 万円、耐用年数は３年、残存価額(耐用年数到来時の見込売

却価額)は０、減価償却は定額法による。また、下記のコストの他に、新設備に固有の固定製造間接費(減価

償却費を除く)が年間 550 万円発生する。なお、新設備の年間最大生産能力は、24,000 機械作業時間である。 

＜製品Ａ１kgあたりの原価標準（直接原価計算）＞ 

直 接 材 料 費 800 円／kg ×１kg ＝ 800 円 

変動製造間接費 500円／時間 ×２時間 ＝ 1,000 円 

     1,800 円 

＜製品Ｂ１kgあたりの原価標準（直接原価計算）＞ 

直 接 材 料 費 1,000円／kg ×１kg ＝ 1,000 円 

変動製造間接費 500円／時間 ×４時間 ＝ 2,000 円 

     3,000 円 

(注１) 新設備では、減損は発生しない。 

(注２) 変動製造間接費は、機械作業時間に比例して発生するものとする。 

３．製品Ａおよび製品Ｂの販売について 

 製品Ａ 製品Ｂ 

販売単価 3,800 円  4,800 円  

１kgあたり変動販売費 200 円  200 円  

市場需要量(年間) 12,000  kg  6,000  kg  

４．その他 

⑴ 直接材料費、直接労務費(固定給)、設備の減価償却費以外の製造間接費および変動販売費はすべて現金

支出費用である。 

⑵ すべてのキャッシュ・フローは年度末にまとめて発生すると仮定する。 

⑶ 正味現在価値の算定は当期末を現在時点として行い、加重平均資本コスト率は８％とする。割引率８％

の現価係数は以下のとおりとする。３年分の年金現価係数は 2.577 であるとする。 

１年：0.9259 ２年：0.8573 ３年：0.7938 

⑷ 法人税等の税率は40％とする。キャッシュ・フローおよび正味現在価値の算定にあたっては法人税等の

節税効果も考慮すること。当社は現在から将来にわたり会社全体で黒字を確保できる見込みである。 

 

問１ 現有設備ならびに新設備で生産した場合の各製品１kgあたりの貢献利益を求めなさい。 

問２ 現有設備における製品Ａの年間最適生産販売量および、年々のキャッシュ・フロー、今後３年間における正

味現在価値を計算しなさい。 

問３ 最適な生産販売によって利益を最大化するために、現有設備を売却し、新設備による生産を検討している。

答案用紙の⑴～⑶の問に答えなさい。 

問４ 最適な生産販売によって利益を最大化するために、現有設備に新設備を追加して、両設備の併用による生産

を検討する。答案用紙の⑴～⑶の問に答えなさい。 
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第144回 日商簿記試験対策 
 

ラストスパート模試 

 

 
 

商 業 簿 記・会 計 学 
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(実際の試験では以下の文言が記載されています。) 

受験者への注意事項 

１．答案用紙は、持ち帰りできませんので必ず提出してください。持ち 

帰った場合は失格となり、以後の受験をお断りする場合があります。 

２．答えは、定められたところに、誤字・脱字のないよう、ていねいに

書いてください。 
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